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◎ 公的年金制度を補完する企業年金制度（確定給付企業年
金制度、厚生年金基金制度）および確定拠出年金制度等
の積立金に係る特別法人税を撤廃すること 

 

確定給付企業年金、厚生年金基金を中心とする企業年金ならびに確定拠出年金
は、公的年金を補完する制度として、勤労者の老後生活を保障する上で重要な役
割を担っていますが、我が国の急速な少子高齢化の進展に伴い、その重要性は従
来以上に高まるものと考えられます。 

これらの年金制度においては、現在、約１.２％の税率（地方税を含む）で特別
法人税が課されることになっていますが（令和２年３月末まで課税凍結中）、昨今
の厳しい運用環境下での１.２％の負担は極めて大きく、企業年金制度の持続性や
受給権の保全にも支障をきたすことになります（図表１４）。さらに、退職給付会
計により企業年金の積立不足額が負債計上されるため、財務諸効率の悪化を通じ
企業格付にまで影響を及ぼすことになりかねません。 

また、確定拠出年金の場合、企業型年金のみならず、個人型年金の積立金に対
しても特別法人税が徴収されることになっており、当該制度の普及・発展の大き
な障壁となることが懸念されます。 

そもそも諸外国の企業年金制度においては、積立金に課税している例はなく、
国際的整合性の観点からも大きな問題であると言えます（図表１５）。 

試算によれば、仮に特別法人税が復活した場合、２５年間の積み立てで年金給
付水準が約２０％削減されてしまうことになります（図表１６）。 

今後、年金課税について、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合的に
検討していくにあたっては、運用段階の課税である特別法人税について、より豊
かで安定した老後生活を確保するため、また、公的年金を補完する企業年金制度
の健全な発展のために、適用凍結ではなく撤廃を要望します。 

あわせて、事業主が勤労者の財産形成のために資金を拠出する制度である財形
給付金契約や財形基金契約の積立金に対しても特別法人税が課されることになっ
ていることから、財形給付金契約および財形基金契約の積立金に係る特別法人税
についても撤廃を要望します。 
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(図表１４)短期・長期金利の推移 
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(図表１５)主要各国の年金課税の原則 
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(図表１６)特別法人税が復活した場合の年金給付額試算 
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特別法人税が復活すると、２５年間の積立では年金給付額に
換算して年金月額３．９万円→年金月額３．１３万円に削減

→　２０％もの削減

特別法人税の復活によって
削減される部分

①積立金に対する
課税がない場合

年金月額３．９万円

②積立金に対し、１．２％の
課税が行われる場合
年金月額３．１３万円

【前提】（確定拠出年金の場合）
・毎月１万円を２５年間積み立てて、１０年間年金を受け取ると仮定
・運用利回りを２．５％とし、次の２ケースを試算
　①のケース・・・積立金に対する課税がない場合
　②のケース・・・積立金に対し１．２％の課税が行われる場合
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